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システム研究グループの研究活動報告 

システム研究グループは、システム的な思考、システム

的な分析を通して、地球温暖化やエネルギー対応に関す

る有用なる情報提供を国内外に行ってきている。 

日本政府は、第 7 次エネルギー基本計画 1)、地球温暖

化対策計画 2)、GX2040 ビジョン 3)を策定し、2025

年 2 月に閣議決定した。地球温暖化対策計画では、

2035 年および 2040 年の NDC (Nationally 

Determined Contribution) としての温室効果ガ

ス排出削減目標を、それぞれ、2013 年度比で 60%削

減、73%削減とすることとし、2月18日に日本のNDC

としてUNFCCC事務局に提出された。世界においては、

2025 年 11 月の COP30 に前後して、多くの国が

2035 年や 2040 年の排出削減目標を策定した

NDC3.0 を提出した。システム研究グループでは、

2024 年度、第 7 次エネルギー基本計画策定にあたり

シナリオ分析を行ったが、今年度はシナリオを更に拡張

した分析を実施した。また、最新の NDCs の排出削減目

標の状況について整理しつつ、複数の指標を用いて排

出削減目標の排出削減努力に関する分析・評価を行った。

本報告では、これらのシナリオ分析、評価について解説

する。 

 

１. 第 7 次エネルギー基本計画エネルギー需給シナリオ

の感度解析 

日本政府は、2025 年 2 月に、地球温暖化対策計画

の改定を行い、2035 年および 40 年の NDC として

の温室効果ガス排出削減目標を、それぞれ、2013 年度

比で 60%削減、73%削減とすることとし、2 月 18 日

に日本の NDC として UNFCCC 事務局に提出も行っ

た。これら目標は、既に提出済みの 2030 年 46%削減

から2050年実質ゼロ排出（100%削減）に至る直線的

な削減にあたるものである。既往の削減目標は維持し、

気候変動への対応を進めながら、他方で、複雑化してき

ている国際情勢にも対応するパスが選定されたものと

考えられる。更に第 7 次エネルギー基本計画のエネルギ

ー需給見通しでは経済的リスクへの対応として、排出量

が上振れするシナリオの提示もなされた。他方、世界排

出量は引き続き上昇していることに加え、国際情勢は一

層混沌としてきている。ロシア・ウクライナ戦争は長期化

し、また、2026 年 2 月には米国・イスラエルがイランを

攻撃し、中東情勢は緊迫している。米国トランプ政権は、

2026 年 1月にパリ協定から正式に脱退したが、これに

留まらず、2026 年 1 月には国連気候変動枠組条約自

体からの脱退を宣言した。また、2 月には、各種排出削

減政策の法的な根拠とされてきた、温室効果ガスの「危

険性認定」の取り消しも行った。 

世界の温暖化対策は、まだら模様感を増してきている。

グローバルでカーボンニュートラルの達成を目指すうえ



研究活動概説 ● システム研究グループ  RITE Today 2026 

 

17 

では、各国の掲げる野心や政策強度の違いの増幅は、対

策の困難さを増大させる。気候変動対策は喫緊の課題

である。しかしながら、排出削減対策の国際的な協調が

できない状況では、国内で排出削減の強度を上げよう

としても、それは、温暖化対策が進むよりも、生産活動量

の低下、産業の海外リーケージによって排出削減が実現

していくことになりかねない。この場合、国内排出量は

減っても、世界排出量は減らないことになる。 

RITE は、2024 年度にシナリオ分析を行い、それは

第 7 次エネルギー基本計画のエネルギー需給見通しの

主要な参照とされた 4),5)。その中では、リスク対応シナリ

オとして「排出上振れリスクシナリオ」（政府シナリオ名は

「技術進展シナリオ」）も採用された。しかし、このような

国際情勢の中、より広範なシナリオ分析を行っておくこ

との重要性は増している。そこで、第 7 次エネルギー基

本計画策定向けに提示した「排出上振れリスクシナリオ」

を更に拡張した分析を実施した。 

1.1. 分析方法 

第7次エネルギー基本計画向けの分析と同様に、基本

的に DNE21+モデル 6),7),8)を用いて分析を行った。図

1 に分析の流れを示す。 

DNE21+モデルは、部分均衡のエネルギー需給分析

モデルであり、エネルギー多消費産業（粗鋼など）の各生

産量や運輸サービス需要等は外生的に想定される。しか

し、エネルギー多消費産業の海外移転が進んできている

と観測され、また、今後の CO2 排出削減において、CO2

排出削減強度の国際間の違いによって誘因される、海

外との相対価格変化によって、エネルギー多消費産業の

生産活動量自体が変化（日本で低下）する可能性も高い。

そのため、CO2 排出削減強度の国際的な違いによって

誘発される可能性がある、エネルギー多消費産業の生産

量低減効果も織り込んだ分析を行った。この分析におい

ては、基本的に世界エネルギー経済モデル DEARS9),10)

を用いた。他方、とりわけ先進国を中心に、価格弾性が

高まってきている可能性があることから、昨年度の分析

になるが、「低成長シナリオ」については、より高い長期

価格弾性値を想定した分析も実施した。生産量低下の推

計結果を基に、DNE21+の前提条件を更新し、再度

DNE21+で計算を実施した。 

 

 

図１ シナリオ分析の流れ 

 

1.2. シナリオ想定 

表 1 に示す 7 シナリオについて分析を行った。 

「成長実現シナリオ」は、広範かつ大きく技術進展が実

現するシナリオである。他方、一部のみ技術進展がうま

くいくシナリオが、「再エネ」、「水素系燃料」、「CCS」の各

シナリオである。これらシナリオは、いずれも 2030 年

46%減から 2050 年カーボンニュートラル（CN）へと

線形で排出削減を行い、2040年73%減を想定してい

る。2035 年 60%減、2040 年 73%減（いずれも

2013 年比）は、2025 年 2 月に日本の NDC として

UNFCCC 事務局に提出がなされた目標である。 

「低成長シナリオ」は、すべての技術が現状の延長線上

のような進展に留まるシナリオである。後述の分析結果

で理解できるように、この「低成長シナリオ」時の日本の

経済影響は甚大であり、海外との相対的なエネルギー価

格の上昇によって、エネルギー多消費産業が国際競争上、

劣後し、生産量の大きな低下が見込まれ得る。政府の

GX 政策は、環境と経済の好循環を目指すものであり、

GHG 排出量が大幅に低減できても、経済が大きく棄損

する世界は避けなければならない。しかも、このとき、国

内の排出量は低減しても、エネルギー多消費産業は海外

でその分、活動量が増加し、世界全体の排出量は低減し

ない可能性が高い。 

なお、「低成長シナリオ」でも、現状の延長線のような

技術進展は見込んでおり、ドイツの足下での経済悪化状

日本：成長実現ケース
GDP想定＝実質1.7%/年相当

整合的なエネルギー需要・基礎素材生産量等

世界他国：中位的な社会経済
シナリオ想定SSP2想定

世界      ・温暖化対策評価モデルDNE21+等で費用最小化の          と   推計

成長実現シナリオ（および各種技術    ） 低成長シナリオ

世界各国のCO2限界
削減費用

世界エネルギー経済モデルDEARSで
GDPや各産業の生産量低下を推計

（過去の長期における弾性値を
踏まえた均衡解を導出）

欧州等で近年観測されている高い
エネルギー価格弾性値（▲1.0）を採用。
RAS法により、部門間の均衡解を導出。

GDPの低下、各産業の生産量低下を推計

世界での相対的なエネルギー価格差：小
＋低価格弾性

世界での相対的な
エネルギー価格差：大
＋高価格弾性

DNE21+で再計算 DNE21+で再計算

成長実現シナリオの

エネルギー需給

低成長シナリオの

エネルギー需給

日本の低炭素・脱炭素技術の

海外市場獲得効果を加算

成長実現シナリオの

経済展望

低成長シナリオの

経済展望

GHG排出経路もしくは
炭素価格の想定
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況からしても、発現するリスクが十分に高いシナリオで

もある。そのため、革新的に技術進展がしなかった場合

に、国内の GHG 排出量目標を厳格に実現せず、相対的

なエネルギー価格差を広げ過ぎないように対応する、リ

スク対応戦略として「排出上振れリスクシナリオ」も提示

した。このシナリオでは、1.5℃シナリオ相当の炭素価格

水準を想定し、日本の排出量についてはモデルの経済

計算に基づいて算定される。結果としては、「排出上振

れリスクシナリオ」では、2040 年 73%減、2050 年

CN は実現せず、2040 年 61%減、2050 年 79%減

となっている。 

昨今の気候変動対策がまだら模様化している中、一層、

相対的なエネルギー価格差が広がりやすい状況にある。

そのため 2025 年度は、「排出上振れリスクシナリオ」よ

りも更に炭素価格水準が低い「排出上振れリスク大シナ

リオ」と「誓約政策実行シナリオ」を想定し分析した。詳細

については後述するが、前者は国際エネルギー機関

（IEA）の Net Zero by 2050 (NZE)シナリオで想定

されている炭素価格、後者は同じく IEA の Stated 

Policies Scenario (STEPS)で想定されている炭素

価格を採用して分析した。 

以上のシナリオについて、図 2 では分析した各シナリ

オをマッピングして表示した。 

 

表１ シナリオ想定：定性的記述 

 

 

 

図 2 シナリオ分析の流れ 

 

1.3. 技術シナリオ想定・モデル前提条件 

各シナリオにおける個別の技術想定等については、第

7 次エネルギー基本計画向けのシナリオ分析と同様、表

2 のとおりとした。モデルの前提条件やシナリオ想定の

詳細については、文献 4),11)を参照されたい。 

なお、先述したが、「低成長シナリオ」以外では、エネル

ギー多消費産業の生産量の低減については、原則、世界

エネルギー経済モデル DEARS 使って推計し、

DNE21+モデルにフィードバックを行って計算した。他

方、「低成長シナリオ」では、長期価格弾性値を▲1.0 と

高い弾性値を想定して分析した。 

 

表 2 シナリオ想定：各種技術展望等 

 

 

1.4. シナリオ分析結果 

(1) 世界排出量・気温上昇 

本項では、想定したシナリオについてのモデル分析結

果を掲載する。 

再エネシナリオ

水素系燃料シナリオ

CCSシナリオ

成長実現シナリオ

低成長シナリオ

排出上振れ
リスクシナリオ

環境（GHG排出量）

経済

世界1.5℃未満

日本2040年▲73%、2050年CN

更に大きなリスクも

世界の気候変動緩和への取り組み破綻

一部の技術進展が停滞、
一部普及制約が強

技術進展がなりゆき的、
技術普及制約強

良 悪

良

悪

エネルギー需給
見通しシナリオ

相対的なエネルギー価
格を踏まえた更なるリス
ク対応も重要

シナリオ想定外
の技術進展など

エネルギー安全保障・
安定供給、経済性（相対
的なエネルギー価格）に
配慮したリスク対応

排出上振
れ大シナ

リオ

誓約政策

実行シナ
リオ

リスク対応

鉄鋼・化学・
自動車等の
生産量の展
望：炭素価
格による生
産量低下

鉄鋼自動車
      
  等 IT

需要

合成燃
料

水素・  
   

CCS／CDR再エネ原子力
GHG排出
削減制約

潜在的

経済成
長

シナ
リオ

水素
DRI

普及
速度

【EV】
中位/

   低
減加速

将来  
  
（外生）

【   】
中位/

   低
減加速

【   】
中位/

   低減
加速

【年間貯留   
    (2050

年)上限】
低位：1.2億  
高位：2.4億  

【   】
中位/

   低減
加速

【       】
低位：太陽光(上
限：現状比2倍)、

陸上風力制約強
(上限：3倍)

高位；太陽光、陸
上風力制約弱(上
限：現状比4倍)

【上限
(2050年)】

低位：現状
60年運転
延長炉
中位：10%

（2040年
20%程度）
高位：20%

GHG排出

削減によっ
て誘発され
る炭素価
格

所得効
果、人
口・なり
ゆき産
業構造
変化等

小
(中弾性

(DEARS))：

成長実現シ
ナリオの結
果をすべて

に適用

高位
   低

減
加速

高位
   低減

加速
   低減

加速
高位

   低減
加速・洋
上収斂

高位
(最適化計算結果とし

て中位)

高位

世界全体
で1.5℃目

標、日本
2030年
▲46%+

2040年
▲73%+

2050年
▲100%

GDP高
位

（内閣府
「成長実
現ケー
ス」）

成長実
現シナ

リオ

高位
   低

減
加速

高位中位中位低位
   低減
加速・洋
上収斂

高位
(最適化計算結果とし

て高位)

中位
再エネ

シナリオ

高位中位高位
   低減

加速
   低減

加速
低位中位高位中位

水素系
燃料シ
ナリオ

高位中位高位中位中位高位中位高位中位
CCSシ
ナリオ

大
(高弾性＋
RAS法)

中位中位中位中位中位低位中位低位低位
低成長
    

小中位中位高位中位中位低位中位高位中位炭素価格
炭素価
格    

※ 2030年は炭素価格シナリオでは炭素価格を想定。その他シナリオでは▲46%を想定。また電源構成比率は第6次エネルギー基本計画のエネミックス
で制約。ただし、誓約政策実行シナリオは、2030年エネミックス制約は想定せず、原子力比率上限を15%とした制約のみを考慮
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まず、表 3 に、分析したシナリオの 2040 年の世界排

出量の排出削減率、世界での正味ゼロ CO2 排出の実現

時期、気温上昇について整理した。政府エネルギー基本

計画に採用されたシナリオである「成長実現シナリオ」を

含む 2040 年▲73%のシナリオや「排出上振れリスク

シナリオ」は、気温上昇ピークが 1.7℃となっており、気

温オーバーシュートの1.5℃シナリオではあるが、国連グ

テレス事務総長が気温オーバーシュートは不可避と述べ

るなどの現状認識と合致している。 

「排出上振れ大シナリオ」では 2100 年気温は 2.4℃、

「誓約政策実行シナリオ」では 3.2℃である。両シナリオ

ともに 2100 年までに世界排出量は正味ゼロにはなら

ない。UNEP の現状政策継続での気温推計 2.6℃（1.9

～3.6℃の幅）に近い水準である。 

 

表 3 各シナリオと世界排出量、気温上昇との関係性 

 

 

(2) コスト・経済影響関連 

CO2 限界削減費用を表 4 に、電力限界費用について

表 5 に示す。 

CO2限界削減費用を見ると、「成長実現シナリオ」であ

っても、2040 年▲73%、2050 年 CN を実現するに

はかなり高い費用が必要になると分析される。実現のた

めには、本分析で想定できなかったような更なるイノベ

ーションも必要とも考えられる。 

「低成長シナリオ」では、CO2 限界削減費用や電力費

用のより一層の増大が推計される。また、日本と他国と

の比較では、相対価格としても電力価格差が広がること

が確認できる。なお、ここでは、世界全体で1.5℃未満を

実現することを前提とした分析を行ったが、実際には、

世界は斑模様であり、国によってはベースラインに近い

対策しかしない可能性もある。この場合、「低成長シナリ

オ」の電力価格と他国の電力価格は、より一層広がる可

能性もあるので、ある程度、柔軟な排出削減対応も見据

えることは重要である。 

そのような状況に対応するシナリオが、「排出上振れリ

スクシナリオ」であるが、「排出上振れリスクシナリオ」で

は、先に記載のように、1.5℃シナリオ相当の炭素価格

推計を世界全体に想定したため、CO2 限界削減費用（炭

素価格）は世界一律となっており、「成長実現シナリオ」

よりも若干低めの価格となっている。「排出上振れシナ

リオ」では、技術進展が現状のペースに留まると想定し

たが、排出制約ではなく、一定の炭素価格での想定をし

たため、エネルギーコスト、電力コストは、「成長実現シナ

リオ」レベルに留まる結果となっている。電力価格の他

国との比較でみると、いずれのシナリオでも排出削減へ

の対応のため、現状よりは価格上昇は避けられないが、

海外との相対的な価格差はあまり広がらない結果とな

っている。 

「排出上振れ大シナリオ」、「誓約政策実行シナリオ」は、

IEA シナリオの炭素価格を参照しているが、日本の炭素

価格は 2040 年でそれぞれ 116、41 USD/tCO2（モ

デル前提条件設定の為替想定 1USD=110 円では、

12,800 円/tCO2、4500 円/tCO2）である。なお、

GX-ETS の炭素価格の上下限値は、2026 年時点で

1,700～4,300 円/tCO2（＋実質価格で 3%/年の上

昇）とされたが、「排出上振れ大シナリオ」、「誓約政策実

行シナリオ」の想定炭素価格は、これと近い水準と考え

られる。2040 年の電力限界費用では、「排出上振れ大

シナリオ」で 2020 年比でほぼ横ばい、「誓約政策実行

シナリオ」では再エネのコスト低下などにより、微減と推

計される。 
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表 4 CO2限界削減費用 

 

 

表 5 2040 年の電力限界費用 

 

 

「成長実現シナリオ」、「低成長シナリオ」、「排出上振れ

リスクシナリオ」について、世界エネルギー経済モデル

DEARS で推計した生産量、GDP の低下の推計を表 6

に示す。また、海外市場獲得効果も含めた場合の経済成

長率見通しも記載している。 

「成長実現シナリオ」では、急速な技術進展を見込んで

いるが、それでも、2040 年▲73%、2050 年 CN と

いう厳しい排出削減目標の想定のため、GDP では

2040 年▲4.1%、2050 年▲5.6%が見込まれた。鉄

鋼では 2040 年▲3.9%、2050 年▲11%である（た

とえば、2050 年では潜在的な粗鋼生産量は 9000 万

トン／年と見込んだが、▲11%によって8000万トン／

年に）。ただし、世界が 1.5℃目標に向けて取り組む場合

には、海外市場の獲得効果も期待され、推計には大きな

不確実性が存在するものの、5%/yr ポイント程度の上

昇が見込まれた。そのため、潜在的な経済成長の見通し

程度（2040 年では若干の増）を実現し得るシナリオと

なっている（2023～40 年の経済成長率は人口低減効

果を織り込んで 1.5%/年の推計）。 

「低成長シナリオ」では、技術進展が漸進的であること

から、日本は相対的に安価な脱炭素エネルギーへのアク

セスが海外に比べて一層乏しい状況となり、結果、海外

との相対的なエネルギー価格差が広がり、海外への産業

移転が大きくなる可能性が示されている。鉄鋼、化学産

業では、ベースラインに比べ 40%程度の極めて大きな

生産量の低下が推計される。また、自動車産業（輸送機

械）でも、同様の水準の生産量低下が推計される。GDP

全体でも、13～14%程度とかなり大きな低下となる。

技術進展がそれほど進まない中で、2050 年 CN に向

けて直線的に排出削減を進めれば、「低成長シナリオ」の

分析結果が示すような世界は十分起き得ると考えられ

る。 

「排出上振れリスクシナリオ」では、技術進展が「成長

実現シナリオ」のように急速に進まず、「低成長シナリオ」

と同程度の想定であり、このシナリオにおいては、排出

量が上振れするものの、経済影響としては、「成長実現シ

ナリオ」と大差のないものと推計された。経済活動の大

きな落ち込み、また、炭素制約による産業の海外移転を

避けるべきであり、そのようなリスクに対応し得るシナリ

オとなっている。 

「排出上振れ大シナリオ」では、炭素価格が小さいため、

経済への負の影響が他シナリオよりも相当小さく抑制で

きる。他方、海外での排出削減も進まないことから、日

本の温暖化対策技術の海外市場獲得効果も他シナリオ

よりも小さく、結果、海外市場獲得効果も含めた経済影

響は、「排出上振れリスクシナリオ」や「成長実現シナリオ」

と同程度と推計された。 

 

単位：USD/tCO2 （2000年価格）

炭素価格シナリオ排出削減シナリオ（2040年▲73%）

誓約政策
実行

シナリオ

排出上振
れ大

シナリオ

排出上振
れ

シナリオ

低成長
シナリオ

CCS

シナリオ

水素系
燃料

シナリオ

再エネ
シナリオ

成長実現
シナリオ

41116257538 396 467 369 301 2040
日本

50141500951 892 742 716 578 2050

0116257410362 409 350 294 2040
米国

0141500467350 454 348 262 2050

84116257428369 419 350 294 2040
英国

89141500579452 558 387 317 2050

84116257410362 409 350 298 2040
EU

89141500664541 648 516 413 2050

0～8420～116257410362 409 350 294 2040
その他

0～8931～141500467350 454 348 262 2050

炭素価格シナリオ排出削減シナリオ（2040年▲73%）

ベースライ
ン2020

年
現状政策

継続

排出上振
れ大

シナリオ

排出上振
れ

シナリオ

低成長
シナリオ

CCS

シナリオ

水素系燃
料

シナリオ

再エネ
シナリオ

成長実現
シナリオ

141 168213 311 242 251 224 212 127 166 日本

43 86127 126 116 125 118 98 38 40 米国

158 168201 222 203 223 195 180 135 114 英国

148 158194 204 198 202 191 175 119 114 ドイツ

160 170174 173 173 172 165 171 133 114 
フラン
ス

123 145184 194 195 194 173 174 103 103 韓国

71 103173 213 192 213 152 143 66 61 中国

121 165223 237 239 236 190 187 121 105 インド

単位：USD/MWh （2000年価格）
注）発電端での限界費用。ただし、系統統合費用は含む。2020年値はすべてモデルでの推計値
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表 6 生産量・GDP の低下：成長実現・低成長・排出上振れ

シナリオ 

 

 

(3) 日本の排出量 

図 3 に日本の部門別 GHG 排出量を示す。先に記載

済みであるが、「排出上振れリスクシナリオ」では、2040

年▲61%、2050 年▲79%と推計された。「排出上振

れ大シナリオ」では2040年▲52%、2050年▲63%、

「誓約政策実行シナリオ」では 2040 年▲41%、2050

年▲45%水準に留まる結果である。 

「排出上振れ大シナリオ」、「誓約政策実行シナリオ」で

は、2050 年においても鉄鋼での水素直接還元製鉄は

経済合理的とはならず、高炉転炉法が経済合理的であ

り、そのため鉄鋼部門からの排出も相当程度残っている。 

 

 

図 3 部門別 GHG 排出量 

 

(4) 日本のエネルギー需給 

図 4 に日本の発電電力量を示す。発電電力量は、「低

成長シナリオ」を除いていずれのシナリオでも増大が見

られる。2040 年▲73%では、非 CO2 GHG やその他

hard-to-abate の産業部門などが存在するため、発

電部門ではほぼゼロ排出が経済的となっている。また、

再エネ、原子力、CCS の組み合わせが経済合理的であ

る。2040 年の再エネ比率は 40～50%程度となって

いる。「排出上振れリスクシナリオ」では、それよりも少し

比率が小さく、35%程度となっている。2050 年では

浮体式洋上風力の増大が顕著に見られる。 

発電電力量は、本来、IT 需要等で潜在的には増大が

見込まれるが、相対的に高いエネルギー価格となれば、

産業の海外移転を含め、生産量が低下しながら、エネル

ギー消費量を抑制することが必要になる。経済性の高い

電源投資には長いリードタイムも必要なことが多く、電

力需給逼迫をしないためにも、「低成長シナリオ」を実現

しない予見性の高いエネルギー・気候変動政策が重要と

言える。 

「排出上振れシナリオ」では、2050年までは、LNG発

電（コジェネ、CCS 付き含む）の比率は現状レベル程度

が経済合理的な結果となっている。「誓約政策実行シナ

リオ」では、石炭火力発電の経済合理性が維持され、再

生可能エネルギーの経済的ポテンシャルはかなり小さく

抑制される。 

 

 

図 4 発電電力量 

 

図 5 に部門別の最終電力消費量を示す。「成長実現シ

ナリオ」では、2040 年 1081、2050 年 1210TWh/

年である。「低成長シナリオ」では、高いエネルギー価格

によって、需要が相当抑制的になると見られる。「排出上

振れ大シナリオ」、「誓約政策実行シナリオ」では、炭素価

格水準が低位のため、電化の促進が抑制はされるもの

の、省電力効果も弱まるため、最終電力消費量は高い水

準が推計された。 

排出上振れ大シナリオ
（DEARS）

排出上振れシナリオ
（DEARS）

低成長シナリオ
（価格弾性：▲1.0、所得

弾性：1.0 ＋ RAS法）

成長実現シナリオ
（DEARS）ベースラインからの

低減率
20502040205020402050204020502040

-2.1%-2.8%-11.0%-3.6%-46%-41%-11.0%-3.9%鉄鋼

（0.88）（0.87）（0.80）（0.86）（0.49）（0.53）（0.80）（0.86）（生産量 [億トン/年]）

-1.7%-2.1%-10.7%-3.3%-40%-35%-11.2%-3.7%化学

-0.6%-0.9%-3.8%-1.7%-34%-30%-2.7%-2.1%窯業土石(セメント含)

-0.2%-0.8%-5.0%-1.2%-39%-35%-2.7%-1.4%非鉄金属

-1.7%-1.5%-7.2%-3.1%-37%-33%-6.3%-3.5%紙パ

-2.0%-1.6%-8.2%-4.7%-47%-42%-6.9%-4.1%輸送機械

-2.1%-1.8%-5.9%-3.6%-14%-13%-5.6%-4.1%
GDP (CO2削減技術の海外市

場獲得効果含まず)

内閣府「成長実現ケース」の一人当
たりGDP成長率とほぼ同等の水準

（海外市場獲得効果：+1%程度）

内閣府「成長実現ケース」の一人当
たりGDP成長率とほぼ同等の水準
（海外市場獲得効果：+3～4%程度）

上記とほぼ同様
（海外市場獲得効果は期待できず）

内閣府「成長実現ケース」の一人当
たりGDP成長率を若干上回る水準
（海外市場獲得効果：+4%～+5%程度）

GDP, GNI (海外市場獲

得効果含む)

+1.2%/年+1.4%/年+1.2%/年+1.4%/年+0.7%/年+0.6%/年+1.2%/年+1.5%/年
経済成長率：2023年か
らの年成長率
※ 人口低減見通しが含まれる
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DACCS

CO2以外のGHG

プロセス起源CO2

土地利用起源CO2

その他エネ転部門

発電部門

民生部門

その他国内運輸部門

国内航空部門

道路交通部門

その他産業部門

化学部門

紙パルプ部門

セメント部門

鉄鋼部門

▲61%

▲79%

▲73%

▲100%

▲52%

▲63%

▲41%
▲45%
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太陽光(系統接続なし)

風力(系統接続なし)

アンモニア混焼

アンモニア専焼

水素混焼

水素専焼

太陽熱

太陽光

洋上風力

陸上風力

原子力

水力・地熱

バイオマス混焼 CO2回収あり

バイオマス専焼 CO2回収あり

バイオマス混焼 CO2回収なし

バイオマス専焼 CO2回収なし

ガス火力 CO2回収あり

ガスCGS

ガス火力 CO2回収なし

石油火力 CO2回収あり

石油火力 CO2回収なし

石炭火力 CO2回収あり

石炭火力 CO2回収なし

再エネ比率（2022年：22%）
16% 17% 48% 51% 51% 47% 41% 35% 31% 29% 17%      58%     68%     61%     60%     50%     53%     30%     26%

日本全体のGHG排出量（2013年比）[2022年▲23%（森林吸収源対策含）]

▲73%         ▲61% ▲52% ▲41%    ▲100% (CN)  ▲79% ▲63% ▲45%
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図 5 部門別の最終電力消費量 

 

図6に最終エネルギー消費量計を示す。電化率を高め

ることが経済合理的な対策である。他方、いずれの部門

においても、完全な電化は経済合理的ではなく、水素、

アンモニア、合成メタン（e-methane）、合成燃料（e-

fuels）、バイオ燃料も組み合わせることが経済合理的

な対策となっている。 

最終エネルギー計では、2040 年の電化率は、

▲73%シナリオでは 38～44%、2050 年 CN 時では

54～57%となっている。2040 年の最終エネルギー

消費量合計は、▲73%シナリオでは 2015 年比▲26

～▲28%、2050 年 CN 時では▲36～▲41%と推計

された。 

「排出上振れ大シナリオ」、「誓約政策実行シナリオ」で

は、炭素価格水準が低位のため、最終エネルギー消費量

全体でも、比較的高いエネルギー消費量が推計された。 

 

 

図 6 燃料種別の最終エネルギー消費量計 

 

 

 

2. 2035 年排出削減目標（NDCs）に関する分析・評価 

2.1. 世界各国の NDCs の排出削減目標の状況 

パリ協定は、多くの国の参加を促すため、いわゆるプ

レッジ・アンド・レビューの仕組みを採用した。これによっ

て、ほぼすべての国が排出削減に取り組む枠組みができ

た。パリ協定では、すべての国が自主的に目標と達成方

法を決め、それを国別貢献（NDCs）として5年ごとに提

出する（第 4 条 2 項、第 4 条 9 項）。目標見直しにあた

っては、従前の目標に比べて前進させるよう求めている

（第 4 条 3 項）。また、効果的な実施を促すために、透明

性を高めた形で、すべての国が共通かつ柔軟な方法で

その実施状況を報告しレビューを受けるものとされた

（第 13 条）。パリ協定が実効ある形で排出削減を行って

いくためには、レビューをいかに適切に実施できるかが

重要になると考えられる。ただし、COP24 で決定され

たレビューの実施方法においては、各国 NDCs の適切

さ、不適切さについてはレビュー対象とはならないため、

UNFCCC の外での評価が重要と考えられる。 

これまで、RITE では、2015 年度にパリ協定の前に

提出された 2030 年約束草案(INDCs: Intended 

Nationally Determined Contributions)の排出

削減目標について、各種指標を用いてその排出削減努

力を分析した。更に、2021 年度には、11 月 11 日まで

に国連に提出された 2030 年 NDCs の排出削減目標

について同様の分析を行った。そして、2025 年 11 月

の COP30 に前後して、多くの国が NDC3.0 として

2035年（日本等、一部の国・地域は2035年と2040

年）の排出削減目標を提出したのを踏まえ、2025 年度

は、NDC3.0 を中心とした排出削減目標の排出削減努

力に関する分析・評価を行った。 

表 7 に、2025 年 12 月 31 日までに国連に提出さ

れた NDC3.0 の排出削減目標、および公表されている

NDCs や CN 宣言の状況を示す（一部の国のみ掲載）。 

日本等の先進国は、NDC3.0として2030年の排出

削減目標から深堀した排出削減目標が提示されている。

また、これまでCO2原単位目標を掲げていた中国は、対

象を GHG とすると同時に、ピーク時よりも▲7%～

▲10%とするという総量削減目標を提示している。 
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その他運輸部門

道路交通部門

家庭部門：その他

家庭部門：冷房エアコン

（気候変動による増分）

家庭部門：冷房エアコン
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表 7 主要国 NDC の排出削減目標 

 

 

2.2. NDCs の排出削減努力の評価 

(1) 評価の指標・手法 

各国がプレッジした NDCs の排出削減目標は、適切

にレビューを行うことが重要である。各国の事情に差異

がある中で、各国の事情を踏まえつつ、排出削減努力が

平滑化されることが重要である。そのために、適切な指

標を選択し、排出削減努力を計測することが必要である。

ここでは、過去の検討 12)に基づき、以下で述べるような

指標について、評価を行った。 

排出削減努力を計測することは、PDCA（Plan-Do-

Check-Act）サイクルを確立する上で重要と考えられ

る。各国の排出削減努力の指標について、文献 13)は

Comparability metrics として以下の原則を上げて

いる。 

 Comprehensive: 努力を包括的に捉えること 

 Measurable: 計測できることが必要 

 Replicable: 再現性があり、透明性があること 

 Universal: できる限り多くの国に適用可能なこと 

その上で、公平性・衡平性を一意に決める指標は存在

しないので、複数の指標を多面的に評価することが必要

としている。 

本研究における NDCs の排出削減目標の「排出削減

努力」の評価では、2015 年時に評価した手法と同様、

各国間で能力、排出削減可能性など、差異がある中で適

切に「排出削減努力」を評価できるように、表8に整理し

た指標を選択した。なお、ここで述べる手法は、基本的に、

文献 14)において、査読論文としても採択されているも

のである（ただし、そこで例示されていない指標（たとえ

ば一人当たり排出量）についてもここでは採用し評価し

ている。）。 

 

表 8 本研究で採用した排出削減努力の評価指標 

 

 

以下に NDC の排出削減努力の評価における留意点

を何点か列挙しておく。 

 各国の土地利用変化（LULUCF）の排出見通しや、

排出削減については不確実性が大きく、その評価が

困難であるため、本研究では原則取り扱っていない。 

 基準年比排出削減目標を提出している国について

は、基準年の排出実績（LULUCF 起源除く）に基づ

いて評価対象年の排出総量を算定し、評価した。 

 GDP 原単位改善目標を提出している国については、

RITE における将来の GDP 想定に基づいて評価し

た。 

 BAU 比削減目標を提出している国については、

BAU の排出量についても NDC に明記されている

場合、その値に基づいて評価対象年の排出総量を

算定し、評価した。 

 

(2) 各国排出削減努力の分析・評価結果 

図 7 に 2013 年比の排出量を示す。また、表 9 は主

要国について、1990 年比、2005 年比、2013 年比、

2019 年比、2021 年比の排出量を整理している。 

2013 年比では、ノルウェーの排出削減率が最も高く、

次いで英国、豪州の順となっている。一方、今後経済成

※1 但し前バイデン政権時に提出された目標。トランプ大統領はパリ協定からの離脱を表明し、米国は2026年1月27日に正式に離脱。
※2 DNE21+モデルで算定した2030年ベースライン排出量をピークとして評価した。

2050年以降2040 NDC2035 NDC2030 NDC

2050年CN-73%-60%-46% （2013年比）日本

2050年CN―-61%～-66%-50%～-52%（2005年比）米国※1

2050年CN-90%-66.25%～-72.5%-55% （1990年比）EU27

2050年CN―-81%-68% （1990年比）英国

2050年CN少なくとも-75%少なくとも-65%-50% （1990年比）スイス

2050年 low 

emission society
―-70%～-75%-55% （1990年比）

ノル
ウェー

2050年CN―-62%～-70%-43%（2005年比）豪州

2050年CN(   以外)―-51%～-55%-50% （2005年比）NZ

2050年CN―-45%～-50%-40%～-45% （2005年比）カナダ

2060年CN―-65%～-67%-30% （1990年比）ロシア

2050年CN―-53%～-61%-40%（2018年比）韓国

2060年CN―

GHG排出量ピークより-7%

～-10% （2030年より前に
排出ピークを達成）

GDP当たりCO2排出量を
-65%（2005年比）

中国※2

2070年CN――
GDPあたりGHG排出量を
-45%（2005年比）

インド

留意点等概要排出削減努力評価の手法

各国それぞれの基準年に合わせて比較ベースラインで排出が横ばいに近い場合には、
単純に削減率の大きさを比較することで、
BAU比削減率の代用とできる（BAU推計が不
要となるメリット有）。

1990年比／
2005年比／
2013年比など

排出量基準年比削減
率

最新実績からの削減率となるため、今後
の削減努力の計測として相対的に良い。

2019年比など
最新年基準

経済活動の大きさや国土の状況等に依
拠しやすく、排出削減努力の指標とは言
い難い面がある。

人口当たりのGHG排出量水準を表すもの絶対値水準一人あたり排出量

GDPが低い国は悪い数値になりやすい。
産業構造に依拠する。

経済活動の大きさに見合ったGHG排出量水
準を表すもの

絶対値水準GDP比排出量（GHG

原単位）

GDPが低い国は、高いGDP成長率に伴っ
て原単位改善率が良くなりやすい。

排出量基準年比削減率に比べ経済成長率の
違いが除きやすく、削減努力を測りやすい

改善率（2019年
比など）

過去の省  努力（更なる省  の困難さ）、
再  等の削減       は無視される。

経済成長の違いなどを考慮できる。BAU比削減率

エネルギー税などによる既往の対策は外
枠となる（ただしそれによって省エネが既
に実現していれば限界削減費用も高く推
計されるため、これも考慮されたものとも
考えられる）。

経済成長、過去の省エネ努力、再エネなどの
削減ポテンシャル等、各国の諸々の差異を含
む指標で、削減努力の計測として妥当性が高
い。

CO2限界削減
費用（炭素価格）

モデル推計となり、推計の不確実性が高
い。

限界削減費用は、経済力に応じた負担能力が
考慮されないが、本指標は負担能力を含めた
評価が可能

GDP比削減費用
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長が大きく見込まれるような国は、基準年比での削減率

でみれば不利な形に見える。このように、この指標は、極

めて簡便であるものの、排出削減努力を評価するには、

とりわけ途上国まで含めて評価すると不適当と考えら

れる。 

 

 

図 7 2035 年の基準年（2013 年）比排出削減率の国際

比較 

 

表 9 2035 年の基準年比削減比率の国際比較（主要国） 

 

 

図 8 には、2035 年の一人当たり GHG 排出量を示

す。2035 年時点では、英国、スイス、ノルウェーは小さ

い。一方、トルコ、ウクライナ、中国は、今後も一人当たり

GHG 排出量の増加が見込まれる水準の目標となって

いる。 

図 9 は、2035 年時点の GDP 当たり排出量を示し

ている。スイス、ノルウェー、英国の順で GDP 当たり排

出量は少ないと推計される。なお、GDP 当たり排出量

は、第 3 次産業の比率が高ければ良い数値となる一方、

第2次産業の比率が高ければ悪い数値となりやすい、と

いった具合に産業構造に影響され、これらは排出削減努

力とは無関係に決まっている面があることは理解してお

く必要がある。 

図 10 に、2035 年のベースライン比排出量を示す。

基準年比の排出削減率が高いノルウェーの他、今後の経

済発展が見込まれるタイの排出削減率が高いと評価さ

れた。 

 

 

図 8 各国の一人当たり GHG 排出量（2035 年） 

 

 

図 9 各国の GDP(MER)当たり GHG 排出量（2035

年） 

 

 

図 10 各国のベースライン比 GHG 排出量（2035 年） 
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図 11 は、2035 年の CO2 限界削減費用を示してい

る。タイ、英国、ロシアの CO2 限界削減費用が高いと評

価された。また、2040 年も排出削減目標を提示してい

る EU27、スイス、日本の 2040 年における CO2 限界

削減費用は、それぞれ、387、318、368$/tCO2 と推

計されている。中国については、排出ピークがいつ、ど

の程度であるかが明記されておらず、ここでは

DNE21+で算定した2030年ベースライン排出量をピ

ークとして評価したところ、CO2 限界削減費用は

38$/tCO2と評価された。 

附属書 I 国以外も含め、提出された排出削減目標の

tCO2 当たり百～数百ドルに達する国が多くなっている。

意欲的な排出削減目標になっていると考えられる一方、

その実現可能性については、従来のNDC以上に疑問符

が付くところもある。 

図 12に、2035年のGDP 当たり排出削減費用を示

す。ロシア、タイ、ウクライナの GDP当たり排出削減費用

が高いと評価された。この費用には、各国が排出削減を

進めることに伴う石油、ガスの輸出量の低下による正味

のコスト増の効果も含んでいるため（例えば、ロシアはベ

ースラインに比べて化石燃料の輸出量が低下することで、

GDP 比削減費用が 16%増と評価されている）、留意が

必要である。 

 

 

図 11 CO2限界削減費用（2035 年） 

 

 

図 12 GDP 当たり排出削減費用（2035 年） 

 

2.3. まとめ 

2035 年の各国の NDC の排出削減目標について、

排出削減努力の評価を複数の指標を用いて行った。そ

の内、排出削減コストについては、世界エネルギー・温暖

化対策評価モデル DNE21+を用いて行った。 

附属書 I 国以外も含め、提出された排出削減目標の

CO2 限界削減費用は、tCO2 当たり百～数百ドルに達す

る国が多かった。意欲的な排出削減目標になっていると

考えられる一方、その実現可能性については従来の

NDC 以上に疑問符が付くところもある。なお、先述した

が、本評価では、基本的に LULUCF については、不確

実性が高く評価対象としなかった。限界削減費用が高い

国の中には、LULUCF で排出削減を大きく見込んでい

る国もあると考えられるが、その場合でも、実質的な排

出削減と乖離した排出削減目標になっている可能性が

ある。 

また、中国については、排出ピークがいつ、どの程度

であるかが明記されておらず、ここでは DNE21+で算

定した2030年ベースライン排出量をピークとして評価

したところ、CO2限界削減費用は 38$/tCO2と評価さ

れた。 

パリ協定 NDCs はプレッジ・アンド・レビューの仕組み

であり、各国間で差異はあるものの、衡平な排出削減努

力を志向することが制度の維持、世界全体での排出削

減効果のために重要である。米国はパリ協定から離脱し

た他、排出量が多い国において NDC3.0 を提出してい

ない国もあり、主要国間の排出削減努力は各国間で差

異が大きく残っている可能性も示唆される。 
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